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第 1節序

τ3 (689) 

小島贋ラt

従来の状況適応理論tf，タスク環境一組織特性関係の類型化に専心し，な
ぜ一定のタスグ環境一組織特性関係を展開すれば組織の有効性が高まるかに

ついては断片的な解答しか与えてこなかった。この疑問に対して，最初に，

「直面するタスグ環境の不確実性が高まるにづれて，組織の情報処理の必要

性はより大きくなる。この情報処理の必要性と情報処理能力との聞に適合性

が存在する場合， 組織の有効性はより高い。」という明解な説明原理を提示

したのは「情報処理モデルJで、あった。 ζの情報処理モデ、ルは，近年， ロー

レンス&ローシュ， ダンカシ， ローシュ&アレン， ガルブνイス， ロー

シュ&モース，野中，ヴァ γ ・デ・ベン他， コvター， タシュマン&，ナ

ードラ，タシュマン，加護野等の研究によってその有効性が認識されつつあ

り，将来性のあるモデノレとして注目をあびている。そこで本稿では，前稿で
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提示した「タスク環境一組織構造・管理システム一組織行動一組織成果」の

概念的フレームワークを特定化するための一つの基礎としてこの情報処理モ

テ、ルを検討する。

なお，本稿の構成は次のとおりである。

まず第2節において，情報処理モデノレの組織観とその基本仮定について検

討する。次の第3節で，本モテ*ルの具体的内容で、ある 6つの仮説を命題とし

て提示するとともに，各仮説を直接もしくは間接に支持していると思われる

研究成果を調査・検討する。そして最後の第4節で，情報処理モデルが組織

研究と組織設計の実践において果たしている役割ならびに今後の課題につい

て考察する。

1)小島 (1981)，pp. 149-192参照。

2)ローレンス&ローシュ (1967)，ダンカン (1972，1973)，ローシュ&アレン (1973)，

カツレプレイス (1973，1974， 1977)，ローシュ&モース (1974)，野中 (1975)，ヴァン

・デ・ベン他 (1976)，コッター (1976，1978)，タシュマン&ナードラ (1978)，タシ

ュマン (1977，1978， 1979)，加護野 (1980)等参照。

3)小島 (1981)，pp. 183-185参照。

第 2節情報処理モデルの組織観

情報処理モデルは，以下の蟻の行動の比鳴で示されるような人間および組

織に対する基本的認識に立脚している。

蟻が風波の跡をとどめた海岸を目標に向かつて進む場合には，砂丘を避け

て右折したり，小石を迂回したり，仲間と情報交換するために一瞬立ちどまっ

たりして，決してまっすぐ目標に接近してし、かない。なぜ蟻は直線的に目標

に向かわないのであろうか?それは，蟻が自分の目標の大まかな方向感覚を

持っているが，視界が限られているという認知能力の限界のために，途中の

障害物を全て予知できず，障害物にぶつかるたびに進路を変えなければなら

ないからである。このように一見蟻の軌跡は複雑にみえるが，それは蟻の歩

いた海岸の複雑性を示すものであって，蟻の行動原理の複雑性を示すもので

はない。人聞の行動も蟻のそれと本質的に同じで，単純明確なもののはずで
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ある。

このような人間の行動についての認識に慕づき，以下のような組織観が確

立された。くり人潤の認知能力には隈界がある。 (2)人間の意思決定は，謡知

能力の限界から，合理性を志向しながらも，満足基準の意思決定ル…ル・間

の探索等に依箆せざるをえなしと〈引の範菌で最大の合理伎役

確保するために，組織構造・管議システムおよび組織行動(経営管理活動)

を展開し，組織における情報処理の必要性を減少することによって，

認知能力の限界を克服する。

デルは，以上のような藤本的組織観をもち，それに基づいて次

のような謀本仮定を提示している。

。組織はタスク潔携の不務提性に対処しなければならないオ

ープン社会システムである。

組織が対処しなければならない不確実性の額泉として最も ものは外

る。組識はそのイ γブットおよびアウトプザト在外部環境に依存

している。外部環境は，組織自体の持動論理とは全く挺の論理で常に変化し

ており，潜在的に不確実である。ここのため組織は外部環擦の不議設を認知す

るとともに，それに対処可能でなければならない。飽方，綴織拘では多種々

の関連襲解決および異なったタスグ聞の統合をはからなければならない。

組織が以上のようなタスク環携の不確実性に対処するためには， (1)組織

の下位単位の機能状況， (2)プウトプットの質， (3)外部環境等に関する情報

没収集し，かつ処理しなければならない。要するに，綴織は，組織内外の不

機爽性に対処できるような情綴処葱メカニズムを展開ーする必療がある。

〈基本仮定2>組織は情報処理‘システムである。
組織内外に様々な不確実伎が存在する場合，組織構造・ ステムおよ

び組織行動の機能は，情報の有効な収集，処理および配布を能進ずることに

ある。組識によって収集，処理および配布される情報には，計画，作業標準，

予算，業績についてのブィ…ドバッグ，在庫水準，外部潔境等が含まれる。

く基本仮定3>総識は下位単位の集合により構成されるo
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組織は，タスク環境の不確実性に対処するために下位単位(事業部，職能

部門や集団)を分化してL、く。一方，これら下位単位は，様々な形で相互依

存的であり，相互調整のための情報交換はきわめて大切なものとなる。した

がって，組織を構成する下位単位聞の相互作用を分析することは必要ぜあ

り，また重要で、ある。 パ)

以上， :3つの基本仮定を要約すると， 組織構造・管理システムおまび組織

行動の主要な機能は，組織の外部の情報収集および組織の内部での有効な情

報処理を促進することであるということになる。このような組織に対する認

識は，同時に，時間とともに変化する情報処理の必要性に合わせて，その組

織構造・管理システムおよび組織行動を展開することの必要性を示唆してい

る。

1)サイモン (1969)，pp. 23-26参照。

のその詳細は，小島 (1981)，pp. 28-35参照。

第3節 情報処理モテVレの命題

本節では，上述の3つの基本仮定に基づいた一連の6つの命題，およびそ

れぞれの命題に関連する研究成果を調査・検討する。

1 環境不確実性

《命題1)組織によってタスク環境の不確実性の程度は異なる。

一般に，タスク環境の不確実性!とは，組織にとっで予測不可能な事象が生

起する状態を意味し，これは， (1)予測不可能な環境要素聞の関係， (2)実際

の環境要素聞の関係の不適切な認知， あるいは， (3)その両者の組合わせに

よって生ずる。組織にとってこのタスク環境の不確実性に如何に対処するか

はきわめて重要な問題であり，多くの研究がなされてきた。、ガルプレイス，

ダウニヰ&スロヅカム等は，タスグ環境の不確実性を，組織的意思決定との

関連で，次のよーうに定義している。すなわち， [""タスク環境の不確実性とは，

タスク遂行に必要な情報量と組織がすでに保有している情報量の差である。」

(第1図参照)
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務、1飽…タスグ環境の不確実後の定義:

/
I
l
i
i
j
i
g
-
-ノ
311jil--i十
L

に

熟

成

行

報

遂

情
ク
な
ス
要

タ
必

タスク潔境の本番重実段、

組織がすでに保有して
いる清報議

出所主ガルプレイス (1977)，p.38. 

この定義は，タスク環識の不確実性は，タスグ環境したがってタスグ

に必要な情報震と，組織が保有している情報量との相対的な関係で決"iるこ

とを示しているふまた，経営者あるいは管理者の組織的意思決定がなされる

ためには，彼らによってタスグ環境が認知される必要がある。したがって，

タスク環壌の不確実性は，経営者あoいは管現者の認知によって機定され

る。

タスグ環境の主要なものとしては， (工〉外部環境， (2)製品/市場戦略， (3) 

技術の3つが挙げられる。以下これらについて額に説明を加える。

， (1) 外 1部環

状況適臨理論に器づく多くの研究では，外部環議一組織特性関係め分析に

焦点が合わせられてき?た。外部環漉とは，組識の境界め外部に存在し，組織

自擦の達成に露連を有するものとして組織成員によって認知された婆密であ

zoこの組識の直面する外務環境は，組織自体の持動論怒とは全く別の論理
で時々亥II々 み変化するので，組織にどウセは統制不可能であり護主主的に不安

定である。 したがって， 外部環境は一一般に最も援要な不緩実性の源泉であ

るo

pーレンス&ローヨ/品は，外懇環境の不確実性を， (1)情報の明確性の欠

知， (2)図果関係についての一般的な不議定性， (3)成果フィ…ドパックの時

調麟，の3次元で定義している。…一方，ダソカ γは，外部環境の不確実伎を，

(1)環議情報の欠如， • (2)意思決定の結果についての情報の欠如， (3) 

国の影響に確率を付与できないこ丸、の3つの要素によりま定義し，外部環境
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を「単純性一複雑性Jと「静態性一動態性」の 2次元だ概念化した。この場

合，単結かつ静躍的な潔携の不確実伎はより慎<，一方，複雑かっ動態的な

環境の不確実性はより高いとする。

野中は，外部環境のうち最も重要な市場環境を情報処理の観点から異箕性

と不安定性の 2次売で概念化した。呉質性は情報処理に関連する要素の数

ι要素簡の相互関連性の低さと定義された。組織は，識別される情報源の
数が多く， しかもそれぞれの情報源に相玄関連性がないために個々の情報源

に多くの情報設を伝達しなければならないほど，奥資性の高い環境に直留し

ているといえる。具体的な異賀性の構成要素は，たとえば，市場細分化の程

葉，顧客の鴫好の多様性，マス・メディア広告の依存度，技術データ酷分の

必要性，絞売促進手段の多様性などである。不安定性とは，情報処理に関連

する饗素についての因果知識の欠如L 要素変動の待問縞の短さと定義され

た。組織は，競争が激しいために情報の信頼性がνつねに変動し環控の変化

に対して迅速な情報のフィードパックが必要とされるほど，不安定性の高い

環境に直面しているといえる O 具体的には，たとえば，市場の競争麗，競争

相手の行動予測位，新製品・新技術開発の頻度，顧客の選択基準の変化率な

どである。

(2) 製品/市場戦略

製品/市場戦略は， 組織の製品・サ…ピス・市場等の特定化， すなわち組

織の活動領援を確定することである。 この製品/市場戦略によって規定され

たタスタ環境すなわち市場環境の中で，他組織?と対して競争的優位性を確立

第2e窓環境と戦略の関係
環境 戦車寄

一般潔境条
活動領域の確定

製品/市場戦略

の一
で
一
立

市
内
一
確

域
一
の

領
一
役

動
一
位

活
一
俊

競争事長絡

後多数のタスク意書境から構成されている。
出所:ブノレジ契ア (1980)，p. 26. 
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するための戦略が， 競争戦略といわれるものである。製品/市場戦略と競争

戦略との関係は第2図に示される通りである)。

製品/市場戦略は， 組織目標を明確化にし， 組織が対処すべきタスク環境

を限定する。 したがって，製品/市場戦略は， 組織が外部環境との聞で行う

交換のタイプ，すなわち，組織が外部環境に対して必要とする情報のタイプ

を特定化する機能をはたす。

アンゾフは，外部環境とくに市場環境の不確実性への対処行動としての製

品/市場戦略を， (1)市場浸透， (2)市場開拓， (3)製品開発， (4)多角化， の

4つに区分している。各戦略はそれぞれ， (1)戦略の成果についての見積り

の不確実性， (2)環境についての計画自体の不確実性， (3)競争企業について

の予測の不確実性，の 3点で差異が存在する。したがって，採用される戦略

によって組織が対処しなければならない不確実性，情報処理の必要性は異な

ってくるであろう。たとえば，常規的な戦略である市場浸透は，事前に計画

化できる要素が多く，その戦略の遂行中に処理されなければならない情報は

より少ないであろう。他方，これまでに経験した製品および市場と関連性を

有しない多角化は，保有されている情報量は少なく，事前に計画できる余地

は小さく，組織はより大きな不確実性に対処しなければならないであろう。

さらに， 製品/市場戦略が同じ場合でも， 採用される下位戦略である競争

戦略によって，不確実性の大きさは異なってくると考えられる。たとえば，

ローレンス&ローシュの研究において，プラスチ γ グ産業，包装食品産業

およびコンテナー産業の聞には，外部環境の不確実性の差が見られるととも

に，競争戦略の差も存在した。プラスチック産業と包装食品産業の主要競争

戦略は，製品と製造工程のイノベイションであったのに対して，一方コンテ

ナー産業のそれは，迅速でタイムリーな配達・斑のない品質の維持という顧

客へのサービスであった。この採用されている競争戦略が生みだす不確実性

と組織が直面している外部環境の不確実性が，各組織の最適な情報処理構造

すなわち分化と統合を規定していた。したがって， 競争戦略も不確実性の 1

つの源泉として分析されなければならないと考えられる。
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(3) 技 術 、1

技術は，組織がタスグ遂行のιために務用する道具おiよび方法である。技術

も，組織が対処しなければならない不確実性をさたみだす源泉の 1つである。

技術と組織構造・管理システムの関連は，多くの研究者によづて分析され

てきさiベ口ーは，技術弘情報処理の観点より， (1)例外発生の頻度， α)
例j外が発生した場合の問題解決の性費，の2次元により概念化じている。開

題解決の佐賀とは，論理的・分析的に問題解決がなされるのか，あるいは公

式の問題解決は行われず個人の磁観・経験・チャンス・推測等によるのか

な示す。設は， 上記の 2次先に基づいて， ノレーヂィン(セノレ 1)， ニx;:〆ジユ

プリング(セル2)，ι グラフト 〈セノレ3)，およびノ γ，ノレー'うがィツイ(セんの

を識別している{第 3~参照〉。ノレーティンは， 発生する例外は少なく， 問

題解決の分析は容易であり，タスグ遂行に必婆な情報量はより少なL、。一方，

jン・ノレーティ γは，発生する例外は多く，問題解決の分析は菌難であり，

タスク議行に必要な情報量はより多い。

以ょに不確実性を生みだす3つの主要な源泉すなわち，外部環境，製品

/市場戦略，技術について考察じてきた。 ここで注意すべきことは， 組識が

lつの源泉の不確実伎を削減じようとする時， それは他の諜泉の不確実性を

不可避的に増大さぜる Zことになることで!ある。し、たがって，組織は〉不確実

第3箇技術の類型

例外発生の類皮

小

セノレ1:ノレーティ γ

大

セノレ2:エ:/ジ

機械の受注主主産・組立の軍基
議会社

セル4:ノγ・ノレーティ γ

原子力縫進、ン̂ テムのよう
な特殊な機械装畿やプラン
トの製滋会社

出所:ベp - (1970)， pp.77-78. 
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性削減のための行動の結果として生ずる新たな不確実性にも対処じなければ

ならないのである。このように，不確実性Jの源泉は相互に関連し合って，組

織が対処しなければならない多数の不確実性を生みだしている。いずれにし

ても， 外部環境が不安定になり，製品/市場戦略が多様になり， さらに技術

が複雑になるにつれて，組織の直面する不確実性は高まり，情報処理の必要

性は大きくなる(第4図参照)。

第4図 不確実性の源泉と情報処理の必要性

!外部環境1-
l製品/市場 1-1-c>1 ~~グ環境の I-c>\情糊理の必|戦 略 I-I-C>I不確実性 I-c>要性 | 

|技術1_1
2 情報処理の必要性

《命題2} タスグ環境の不確実性が高まるにつれて，情報処理の必要性は

より大きくなり，その結果として，より大きな情報処理能力が

必要となる。

タスク環境の不確実性が低い場合には，固定的標準や公式的業務手続，規

則等のわずかな情報で十分で、ある。新たな情報およびその処理はタスグ遂行

中はほとんど必要で、ない。その結果，断続的監視，フィードバッグ，調整等

の必要性は小さ<，組織の情報処理の必要性は相対的に小さい。

、一方タスク環境の不確実性が高い場合には，成員間で、の情報の流れはより

頻繁に行われなければならなし、。すなわち，このような状況の下では，新た

な情報が重要であり，下位単位聞の相互調整の必要性は高まり，相互依存的

な下位単位聞の情報交換はきわめて大切なものとなる。

結局，タスク環境の不確実性が高まるにつれて，情報処理の必要性はより

大きくなり，その結果としてj より大きな情報処理能力が必要となる。

3 情報処理能力の規定要因 一行
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《命題3>組織構造・管理システムおよび組織行動が異なれば，組織の情
報処理能力は異なる。

組織構造・管理システムおよび組織行動は，組織のタスク環境の不確実性

に有効に対処する能力，すなわち有効な情報処理の能力に影響をおよぼす。

有効な情報処理とは，組織にとって適切かつ必要な量だけの情報を収集し適

時かつ歪みなく伝達できることである。

第5図 組織の情報処理能力を規定する要因

1-¥韓きたムl
l艦長男報|イ

_1  I組織行動|

(1) 組織構造

タスグ環境の不確実性が高まるにつれて，意思決定のためにより多様な情

報が収集・処理・伝達されなければならなし、。この多様性に対処する重要な

方法は，組織自らがそのなかに多様性を設計し対応することである。組織に

おける多様性とは，分権のことである。分権は組織構造の中に十分な情報処

理・意思決定機能を備えた自己充足単位(たとえば，製品別あるいは地域別

事業部)を分離することである。より分権的な組織構造は，全体組織の情報

処理の必要性を減少させることが可能であるが，同時に，この情報処理の必

要性の削減には「コスト」を伴う。分権的な組織構造においては，より多く

の時間・資源・エネルギーが必要であり，経営者の統制もより困難となる。

したがって，分権的な組織構造の設計に際しては.情報処理の必要性の減少

という「便益」と，より多くの時間・資源・エネルギー，統制の困難さとい

う「コスト」とが比較されなければならない。

(2) 管理システム

ガ/レプレイスは，情報処理の観点より，タスク環境の不確実性の増大に対

処するための管理システムを第6図のように整理している。

第6図について説明を加える。
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第6図 管理システムの複雑性，コスト，情報処理能力の連続体

複雑性 コスト 情理報能処力

① ノレーノレ・プログラム・手続 単純 低い

② 組織階層に基づく意思決定

③ 計画と目標設定

④垂直的情報 および/もしくは⑤水平的関係複↓雑システム 高い 大

出所:ナードラ他 (1979)，p. 216より作成.

① ノレール・プログラム・手続

タスク環境が予測可能で、単純な場合には，相互に依存し合う下位単位の行

動を統合するための最も簡単な方法は，事前に必要な行動様式をノレール・プ

ログラム・手続として決めておくことである。この方法によれば， 日常的に

様々な状況が生起しでも各下位単位はそれぞれの状況に適合した組織活動を

とることができる。

② 組織階層に基づく意思決定

タスク環境が不確実性を増すにつれて，多くの情報収集と問題解決のため

の活動が必要となる。この場合，組織は新しい状況によって影響を受ける全

ての下位単位聞に共通の階層すなわち上司を利用して対処しようとする。た

とえば，第7図で示した組織において，テスト期間中に製造デザインの変更

第7図 組織階層に基づく意思決定

!な37ニ|

恒1fffifi: 1 l平l
1 !l\g/，~[t 11 70 "， ~;t，~計 lEllE||主|

出所:ガルプレイス (1973)，p. 11 
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会必要とするような間緩が起こった場合，その関艦はゼネラノL・マネジャー

にまで上げられよろ o また 7-lzンブ Pーと製造法に問題が生じた場合に

は，第2部長のところへ問閣が持ち込まれることとなる。

③ 計婚と目標設定

タスグ環境の不確実性がさらに高まると，意思決定のための情報を有する

下位単位に自由裁量の余地を与えることが必要となるのただこれは自由裁量

の余地な与えられた下位単位が，全体組織の自様に整合するような行動をと

るという保障がある場合にのみ有効である。この保欝を得るために，組織は

様々な職務の関連性をど考蟻しつつ，事前に計器や目標設定を試みるのであ

る。この計震は下位単位の目襟設定に役立つ。すなわち，下位単位は，計睡

により怠襟漆成のための適切な活動を決定することができる。

以上説明してきFた組織構造(自巴充足単位の分離)および3つの管理シス

テムは，いずれもタスク遂行中の情報処理の必要性を減少なせるか，もしく

は，情報処理念経済的に達成するための方法である。一方，次に述べる 2つ

の方法は，全体組織の情報処理能力そのものを増大谷せるための方法であ

る。

@ 垂益的情報システム

組織の賠廃は，適拐に活用されるならば，かなりの僑頼性で迅速な情報怯

達を可態とする。そこで，組織に情報処理のオーバ…ロ…ドが発生じた場合

の1つの解決策は，より迅速でより正確な情報誌達を可能とするよう

的情報システムをど設計することである。このシステムは，多くの場合コンピ

ヰータや人間と機械な組み合わせた複雑な情報処理システムとなろう。これ

によれば，計画や規惑の設定あるいは改訂の段摺で処理される情報量は増加

寸るが，タスク遂行中に処理されなければならない構報量は減少することに

なる。

@水平的関係 ι

タスク環境の不確実性がさらに高まり，恕織の情報処理負荷がさらに大き

なものとなった場合には，上司・部下賂，でよりも，むしろ溺切な情報を持つ
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第8図 キヤノンのマトロックス経営・組織図

製品別・地域別事業部と職能別の各委員会が、タテ・ヨコのつながりを強め、経営会議の下に統轄されている。

出所:尾崎 (1978)，p. 95より作成.

ている人間同志の聞でコミュニケイションがより必要となる。この場合，各

種の水平的コミュニケイションを奨励したり，同一レベルのグループ聞の連

絡のルールを作ったり，会議を聞いたり，情報交換のためのタスク・フォー

スを設けたり，マトリックス組織(第8図参照)を設計したりすることによ

って，水平的コミュニケイションを制度化する。

第6図は，以上説明してきた5つの管理システムの特性を示している。管

理システムは，①から②，②から③，③から④ないし⑤へと移るにつれて，

より複雑で精巧でかつ包括的になり，その情報処理能力はより大きくなる。

しかし同時に，管理システムは，①から②，②から③，③から④ないし⑤へ

と移るにつれて，時間・エネノレギー・資源はより多く費やされるとともに，

経営者の統制もより困難となる。すなわちより大きな「コスト」をともなう

ようになる。

組織は，組織構造の設計(自己充足単位の分離)およびここに示した5つ

の管理システムを加算的に利用して，その情報処理能力を高めようとする。
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すなわち，それまでの組織構造・管環システムを排除せず，さらにそれに追

加することによってより高い済報処理能力を獲得する。

(3) 組議行動

ステムが奥なれば， 組織の情報処理能力 ること

は，以上の説明で明らかであろう O 問符に，総経構造・管理システムの中で

行われる総織行動が異なれば，組織の情報処理能力も異なってくる。

野中の研究成果によれば， 市場環境の多様性が高まるにつれて， (1)多く

の議患決定が組織のトップにおいて行われるようになり， (2)情報処理は組

織のトップで起こり下方に流れるi傾向がある。このように，意思決定ゃっミ

品ニケイション毒事の組織行動も，経演的な情報処理を可能にする重要な要醤

のlつである。

ヒクソン等によって提示された部内閣パワーの「戦絡的コンティンジェン

シー潔論」によれば， r環境の生みだす不確実伎の削減に必要な情報処理に
も貢献する綿入・集盟〈部門)にノ4ワーが与えられている組織ほど業績が

よいはこの戦略コ γティンジ且 γジ…理論を間接的に支持するものとして

抑}レンス&ローシ aの研究がある。議らの研究結果によれば，

実性が高まるにつれて組織の階層的影響力は，上に高く下に低いピラミッド

状の分布から，上も下も一様な分布へと移行する。そして，環境不確実性の

最も蕊いコンテナー産業では販売部門のパワーが最も強く，中総度の不縫実

性の包装食品産業では販売部門と研究揮発部門，環境不確実性が;最も高いブ

ラスチック産業では統合部門のパワ…が強かった。それは，各部門が組織の

渡面する環境不確実性の期減に最も貢献していたからである。

またj湾じく彼らの研究成楽によれば，有効な組織はいずれも問題直視のコ

ンブ歩グト解潜行動合採用していた。時謹直視とは自己主張的で、かつ協力的

な行動で，根本的問題解決に怒るまで喝オーブンなコミ a ニケイション念行う

方法である。したがって，このコンブザクト解潜行動は，演の高い情報処理

能力の橋大を可能にする。

これらの鵠研究は，有効な組織はその甚面する環境不緩突性，したがって
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〈意思決定符動・組織内部内需パワー獄後・コ

ンブザクト解消行動等) ~選会'ðぜていることを示してし、る。

以上の検討から明らかなように，最適の情報処獲能力をど確保しタスク

の不確実性に対処するためには， 3つの方法があるo

lの方法は，情報処理の必要性を減少させるために，組織構造の中に自

己充足単位〈たとえば製品別・地域別事業部など〉さと分離することである 0

8日充足単位の維持には多くの時間ーエネルギー・資漉・さらには統制の霞

難さといった「コスト」が伴う。

2の方法は，様々な管理システムを加算的に剥用し，情報処理のな)必

饗性の減少， (2)経済的達成，もしくは， (3)能力自体の増大企はかることで

ある。

第3の方法は，組畿構造・管理システムの枠組の中で，情報処理の経済的

達成もしくは情報処理能力の増大をはかる綴織行動を展開することである。

この組織行動の展開にも，時間・品ネノレ9"一等のコストを伴うことは言うj:

でもない。

組織は，情報処理の必要性に対処することによっ られる「便菰j と

報処理能力を維持する「コストj との均衡をど計りながら，

および第3の方法を加算的に利用している。

長情報処翠の必要性と能力の適合

1，第2，

《命題持組織の箆聞す~1構報処理の必婆性と情報処理能力との黙に適合

性が存在する場合，組織はより有効である。

謎来の状況議応、理論は，タスク環境一組織特性関係の類型化に終始し，タ

スグ環境と級織特性顎の「適合Jの概念を必ずしも明確に説明してこなかっ

た。命題4は，タスグ潔境と組織特性の1訪に「情報処理Jという媒介変数を

し， r適合」の概念を明示的に定義している。 この命題4によれば，

織の情報処理能力は，情報処理の必裂性に対処できるものでなければならな

し、。

命題4は， r多様性を除去するのに多様性を要する。Jというサイパネディ
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ツグri叩けるアシュピーの最少有効多様伎の剖リから導かれたものであ
るo議少有効多様投の法則}?とよれば，綴織が不確実性から免れるたみちには，

qミ確実性には複雑な情報処理メカユズムで，逆に低い不篠実f生には鰐単

な情報処態メカニニズムでそれぞれ対処する必要がある。したがって，組織が

有効で、あるためには，組織の情報処理能力は，情報処恕の必要性と議合して

いなければならなし、。

第9闘に，情報処潔能力と情報処理の必要性との関係が示される。これに

よれば，成果の高い組畿(セノレlとセノレ4の組織〉は情報処理能力と必要性

とを適合さ、もきている。一方，成果の低い組織{ーな/レ2とセノレ3の組織)は，

能力と必弾性とな適合させていない。

セノレ3の組織の場合，その情報処理能力は， タスク遂行中に生組する不確

実性に対処するには不十分であり，最適量よりも少ない情報量でもって章、，思

決定がなされることになるO セノレ2の総織の場合には，過熱jな情報処理能力

が保有され，時諮.ぉネノレギー・努力・統制の閤難さの点でより大きなコス

トを伴う。この例としては，益面するタスク環境がそれ程不確実でもない組

織が，いたずらに水平的関係{プ口ダクト・マネジャ…，マトりッダス組織

等)を多用する場合が挙げられよう。

命題4は，不確実伎の高いタスク環境に直面している有効な組綴は，不確

実性の低い綴織よりも，より分権的な組織構造，よち複雑な管理システム，

およびより資の高い組織行動を展開しなければならないことな示している。

第9図 幸員報処道芸能力と?情報処磁の必至害総との鋳係

報処耳霊能力

小大

セノレ1

l 適合 l不適合
情報処綴の必喜善後

〈高成熟)! C低成楽〉

セル3

大!不適合
く低JïX;~終〉



後宇野スタッア

問
逮ライン監督議

案羽織糊余体の憾

の
分
析

目的スタッ 7

w ライン監畿各

綿織機造全俸をヨ終!IF.

低い

緩い

jまい

おい

情報処理モデル 小島

第10図

話器い

技術と貌級機透との領逮

(例外発伎の幾度}

主義箆湾総
互依存性

関白裁 川円
支議 度 ~ • -/ 

大

祭 ffip号
線整方法

計図 Z寒い 高い 7ィードンマック

i~い

{重い 百十回 i い 低い き十主義

公式的・築援金守 ! 弾力的・主義務約

主主い

マノレ 1(JV-:tィン〕セ Jv2 (ぷンジニアザング)
セノレ3 クヲコト〕セ中 4 (jン、 Jレーティン)

長十話題 ! 高い 関い 7ィードパック

イ昌い

潟い フィートeバッタ 商い おい フィードパ'7;1

f単1:1約・分権的分権((.J

出所:ベ口 。号70)，p. 81， p. 83よち作成.

89 (705) 

喜善い

ぬい

本稿では， この情報処潔モデノレに基づいて本仮説を夜接検証した研究とし

および近藤の研究については下検討野中，ダPンカン，Fミ戸一， 

るO

ベ口ーは， (1)例j外発生の麟度， (2)務題解決の分析可能性の 2次元によっ
2!H 

て概念なされた投手j(Jと組織構瀧とを関連づけている。組織構造は，投術スタ

ッフ集閣とライ 団の， (1)自 (2)パワー， (3)集間内

および。)組織構造全体の特性によって示d(4)幾罰題相互依存性，

れる 〈第訪問参照)。 たとえば， ノレ ディソ技術のセル1の製造会社では，

の自 、ずれも低し技術スタッツのパワーは強い。

内における麓整方法はいずれも計額によっており， ?習相互依存性は低

し、。 したがって，組織構造全体の特性誌公式的・集機的で， ノ、 ンズ&久

ト カーの機械的組織に近似している。 したがって， この組織構造の情報処

理能力は， 他の~ノレのそれに比して小さいものといえる。 ノン・ルー

ティン投手fi'fのセル4の製造会社では，問集団の自由裁量度およびバワ &H 、

ず、れも高く，集罰罪者相瓦依存性も高い。 おける調整方法はいずれも

ブィードバッグによっており会組織構造全体の特性は弾力的・分権的で，パ

ンズ&ストーヵーの有機的組絡に対志しているo それゆえ，情報処理能

力の詳述い組議構議であるといえる。
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ダンカンは，集団に関するタスク環境一意思決定構造一集団成果聞の関係

を体系的かつ実証的に分析した。タスク環境は，外部環境の不確実性(以下，

「環境不確実性」と略記する)と組織の環境への影響力(以下， r環境影響

力」と略記する)の 2次元により測定されている。環境影響力の次元は，組

織が不確実性の源泉である環境諸要素に及ぼす影響力の大きさを示す。意思

決定構造は，ノレーティン・タイプの意思決定とノン・ノレーティン・タイプの

意思決定それぞれについて， 1:権限の階層， II:意思決定の公式性， 1II:意

思決定への部下の参加度， 1V:ルール・手続の特定化 V:分業の程度の5

次元により測定されている。集団成果は， ①目標達成 (G)，②統合 (1)，③

適応 (A)，の3次元で測定されている。

調査対象集団は 22の意思決定集団であり， そのうち 10集団は3つの製

造組織の部門であり， 12集団は3つの研究開発組織の部門である。分析結果

は第11'図に示されている。低環境不確実性， 低環境影響力の集団において

は，ノレーティソおよびノ γ・ルーティンの両タイプ。の意思決定のための情報

処理の必要性はいずれも低ししたがって構造化の高い手続により情報処理

が行われ，両タイプの意思決定構造の聞には差異はほとんどない。他方，高

環境不確実性・高環境影響力の集団においては，高い情報処理の必要性に対

処するために，両タイプの意思決定の構造を明確に分化している。さらに，

このような意思決定構造の分化の程度が，集団成果と有意に関連しているこ

第 11図 タスク環境と意思決定構造の関連

(低環境不確実性・低(高環境不確実性・高)
環境影響力の集団 ) ¥環境影響力の集団 j 

高レフミミ~2副長タィfJ|一
I .'./ ¥ノン叩へこノ

意思決定構造 (1:権限の階層， II:意思決定の公式性，
III:意思決定への部下の参加， IV:ルーノレ・手続の特定化，
V:分業の程度)
出所:ダンカン (1973)，p. 284より作成.
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とが明らかにされている。これらの研究結果は，情報処理モデルにとって大

変興味があり，示唆に富む結果である。

野中は，環境のなかでも特に市場環境に着目して，組織と市場の関係を情

報処理の観点から考察した。市場は上記のように，異質性と不安定性の 2次

元で概念化された。組織は，情報フィードバック単位と情報プロセサー数に

関連して概念化され，組織多様性(分権の程度)と定義されている。組織多

様性は水平と垂直の 2次元を持ち，前者は独立事業部の製品マネジャーの数

であり，後者は組織の最も重要な戦略的意思決定に参加する情報プロセサー

の数である。調査は 1973年に， ヒューレット・パッカード社 (HP)，カイザ

ー・アルミニウム社 (KACC)， リーバイ・シュトラウス社， グロロ γ グス

社の 4社を対象に行われた。調査結果は， (1)市場多様性全体(異質性と不

安定性)の増大は，組織の分化を促進する(第1表参照)， (2)それぞれの次

元別にみた影響力で、は，異質性は分化を促進するが，他方不安定性は組織の

分化を統合する傾向がある。 (3)これらの組織では， 市場環境によって組織

の最も重要な意思決定が異なり，異なる部門聞の適正なパワー・バランスを

一貫性をもって発展させているというものであった。これらの結果より，有

効な組織は市場の生みだす情報処理の負荷に， r最少有効多様性」を自らの

組織のなかに構築して対処していることを明らかにした。すなわち，命題4

の仮説を直接支持する結果を得た。

加護野は，状況適応、理論は独自のパラダイムを有する理論体系を構成し，

その最も有力なものは組織一環境問の適合性を取り扱う情報処理のパラダイ

第 1表市場多様性と組織多様性の関連

程度市場多様性 市場異質性 市場不安定性 組織多様性

高 HP HP KACC HP 

クロロックス クロロックス リーパイ クロロックス

KACC KACC HP KACC 

{民 リーバイ リーノミイ クロロックス リーバイ

出所:野中&ニコシア (1979)，p. 290より作成.
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ムであるとの認識に立ち， 1977年における我国企業113社の調査結果を情報

処理モデ時用い体系的に分析し之本研究では，組織の情報処理の必要性

を生ぜしめるタスグ環境として，環境・技術・規模・目標・製品/市場戦略，

競争戦略等が分析され，その結果，組織の情報処理メカニズムはそれらから

生み出される不確実性と複雑性の量と質に対応して決定される， という仮説

が支持された。さらに，彼は，サイモン，マーチ&サイモン等の基礎理論

と状況適応論の成果を情報処理モデルの視角から体系的に分類・整理すると

ともに，関連命題の秩序づけを試みた。

ゐ方，近藤は，環境一組織一予算管理システムの関係を情報処理モデルに

基づいて分析した。具体的には，予算管理システムの有効性は，環境や組織

構造から要請される情報処理の負荷に対応しうるだけの効率的な情報処理メ

カニズムを生み出しうるか否かに依存すると予測し， 1978年における我国企

業51社を対象に実態調査を試みた。その結果， (仮説1)環境から課せられ

る不確実性や複雑性の上昇に伴う情報負荷の拡大につれて，有効な組織は集

権的組織から分権的組織へ移行するであろう， (仮説2)組織の種類を異にす

るにつれて，組織の統制構造や予算関連行動は代替的になるであろう， とい

う2つの仮説は検証されたとしている。

以上検討した，ダンカン，野中，加護野，近藤等の研究結果は，いずれも，

タスグ環境の不確実性が高まるにつれて，組織構造はより分権的となり，管

理システムはより複雑・精巧・包括的となり，組織行動はより質の高いもの

になっていることを明らかにしている。すなわち，情報処理の必要性の増大

につれて，組織の情報処理能力もそれに合わせて高められているのである。

したがって，命題4の仮説を支持している。

5 情報処理メカ=ズムの相互代替性

《命題5} 必要な情報処理能力を確保するための方法には様々な組合せが

あり，組織構造・管理システムおよび組織行動は一義的には決

定されない。

組織構造・管理システムおよび組織行動は，組織の環境不確実性への対処
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能力，すなわち，組織の情報処理能力を規定する。しかし，ある一定の情報

処理能力は，ある特定の組織構造・管理システムおよび組織行動の組合せに

よってのみ確保されるとは限らなし、。つまり，ある一定の情報処理能力を確

保するための方法には様々な組合せがあり，一義的には決定されえないので、

ある。たとえば，第6図に示したように，①ノレーノレ， プログラム，手続，②

組織階層に基づく意思決定，③計画と目標設定の 3つに加えて，さらに一定

の情報処理能力を増大させるための方法として，④垂直的情報システム，お

よび/もしくは⑤水平的関係が考えられる。 この場合， 最終的にどの組合せ

が選択されるかは，処理されるデータの性質や経営者の価値観によって決ま

ることになろう。しかし，このことは全ての組合せが等しく有効であること

を決して意味してはいなL、。どの組合せが採用されるかはそのコストによ

って決まる。すなわち，一定の情報処理能力を確保するためには， コストが

最低の組合せが最も有効であるといえる。したがって，組織は，可及的に簡

単な組織構造・管理システムおよび組織行動を展開すべきであり，より複雑

な方法の採用は，より大きなコストが許容される場合に限定すべきである。

換言すれば，命題5は，タスク環境の不確実性が，組織構造・管理システ

ムおよび組織行動を一義的に決定するのではなくて，組織が選択，展開しな

ければならない代替案の集合を決定するにすぎないことを示している。採用

される組織構造・管理システムおよび組織行動は，タスク環境の不確実性と

経営者の価値観の関数として決定される。

6 情報処理の動態性

《命題6} タスク環境が時間とともに変化する場合， より有効な組織は，

変化する情報処理の必要性に合わせてその組織構造・管理シス

テムおよび組織行動を適合させる。

先の r{命題。， 組織の直面する情報処理の必要性と情報処理能力との聞

に適合性が存在する場合， 組織はより有効である。」は， それ自体は静態的

な命題であった。タスク環境の変化は，組織構造・管理システムおよび組織

行動にどのような影響を及ぼすであろうか。情報処理モデルによれば，組織
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は，変化する情報処理の必至寒性にその能力を連合させなければならない。

次に，タスグが時間とともに変化する場合，組織携造・ システムおよ

び組織行動が変化し適合が成立することを隣らかにし，命題6の仮説'a::嬰接

的に支持している 2~3 の研究を紹介・検討する。

(日 組織機議・管袈システム

チャンドヲーによれば，デ品ポン， GM，スタンダード石油 (N.J.)，シア

…ズ・ローパック等の企業は，市場のニ…ズに対応、し製品数さと増加させるに

つれて，種々の絞営管理上の諮問題に際函した。各社は，これに対処するた

めに，集権的職能1sU組織から分権的事業部制組織を採用すると開時に，盤の

高い計数管理・財務管理システム等主ど広範に採用してきた。

ノレメノレト札 1949 年~1969 年の 20 年間における米露企業の経鷺戦略と組

銭形懇の変化を調査・分析し， r単一事業および玄力事業ゑ業が減少するに
つれて， 職能ilU組織は， 製品民事、業部舗組織に取って替わられていったり

ことを実悲している{第盟関と第13関参照)。

プタバヅグ&アバネイシーは，製議企業の組議機還をは，製造工程の発展

第12図 各戦略カテゴFーに入る企業のま設定百分比

100 

ハ

υ

《

》

ハ

U

Q

d

Q

u

n

t

 

「喜善返事業J

f葉支f号型コング
口 γ リットjそ

の{也

30 

20 

lOl 機一事業;

194吉年 1959匁 1969年

3票総
務
百 50
分 主力務草案j
土色 40 

/:u所レメノレト (1宮74)，p. 52. 



デノレ 小島 95 (711) 

第13図 若手組織グ、ノレーブに入る金量震の捻定百分比
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時
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出所:ノレメノレト (1974)， p. 66. 

段F皆と製品のライブ・サイクル段階によって規定されるとし，それらの関係

を第14劉のようにまとめてい立たとえば， 製造工程および製品の変化率

が高く，製造工程が米統合で，製品の多様性が競争企業揮で高いく1)の段階

では，有機的な組織構裁が有効であった。一方，製造工程が発展し，標準化

・システム化がすすみ，製品も成熟期に入り多様性も小さい (2)の段摺にな

ると，機械的な組織構造が有効で、あった。

ダンカンは， イノペイジ認ンのための綴織構識を分析し， r組織はイノペ

イジ認 γの鰭始段暗ではより有機的な構造を採用すべきであるが，イノベイ

シ沼 γの実行段諮ではより機械的な構造忙転換すべきであるむと主張して
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製品と製造工程のイノベイシ g ンの発展段際

生産工稼のイノベイシ烈ン

第 14図
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イノベイシ沼ンのための組織設計
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-管理者の相対的な影響力

(第 15盟参照)。
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もしくはパワ…を経時的に分析しず::最初，出撰者代表である理事の形成す

る猿事会が影響力念行捜し，地域産機サービスを重視した運営を行っていた

次に，医騒が，精密な器購機器禁の技術進歩により，その相対的影響力を

行使するようになった。底部は新しい技術・機械をど理解し，多数の患者合診

断することにより医療機欝の収議に最も爽載している。さらに次の段階で，

医療の専丹化・額分化，医震設備の効率的活男，他の塁療機関との協力など

の必要性が高まり，底療活動の統合をその機能とする管理者の影響力が高ま

ってきた。

ガノレブレイスは， 1950年代後半から1960年代後半にかけて

紙袋企業内における棺女揃影響力を経時的に分析しずJ。相対的影響力は，
おける職務的要芸誌の と の影響力の 2つに区分され

ている。まず1950年刊後半から 1960年《前半の宇宙航空企業で怯，プロジ

ェクトの技術的性能が最も重視され，第2位が納携で， コストの蹴憲法第3

位でしかなかった。このような状況の下では，研究開発部長や製造部長等の

職能部門管理者の影響力が支配的であり，また続器厳守の綴点からプロジェ

グト・?ネジャーの も相対的に高かった(第16図の破線1参照〉。

1960年代の初めから41頃にかけて，欝防省、は宇宙航空企業に対しでより低い

コストによる技術的性能の迷成を要求し始めた。このような環境の変化は，

意思決定過怨におけるブ詳ジェグト・マネジャーの影響力安相対的に高めた

〈破線3参照)。さらに1960年代後半においては，国の防衛費の削減および

インフレ…ショジの進者により z 技術的性能や納期厳守よりもコストのヲ!下

主

犯対的な
~響力

第16~窓 宇宙航空会多誌の組織形態と総対的影響力

主設窓主主主主におりる機能的議書案の彩響力

機能別総綴 マトリックス組織

協所:tfノレプレイス (1977)，p. 179よち作成“

製品別組織



98 (714) 経済学研究第31巻第3号

げが最も重視されるようになった。このような状況においては，プロジェク

ト・マネジャーは副社長に就任していったのに対し，研究開発や職能部門の

管理者は部長にとどまったままであった(破線3参照)。以上の経時的な環

境変化は，同時にまた組織構造を職能別組織一製品別組織の連続体の上をよ

り製品別組織の方向へ推移させることになった。

ベローおよびガノレプレイスの研究結果は，時間とともに変化するタスク環

境の不確実性に合わせて，組織はそのパワー構造(組織行動)を適合させて

いることを示している。

結局， 命題6は， r組織が異なれば， 組織構造・管理システムおよび組織

行動が異なるだけでなく，同一組織でも時間の推移につれて，組織構造・管

理システムおよび組織行動が変化していく。」ことを示している。 したがっ

て，命題6は，組織の動態的分析および操作の必要性を示唆している。

以上検討してきた《命題りから《命題6>の6つの仮説は， r組織によっ

てタスク環境の不確実性の程度は異なり，組織が有効で、あるためには，情報

処理の必要性に情報処理能力を適合させなければならない。」と要約するこ

とができょう。

第17図情報処理モデル

(p 1)、・・、 (P5)は命題番号を表わす。

出所:ナードラ (1979)，p. 195を参考に作成，
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情報処理モデ、ルによれば，組織は最も有効に情報処理の必要性に対処でき

るように組織構造・管理システムおよび組織行動を展開し，さらにまた，時

間の経過とともにそれらを変化させてゆくことが重要となる。したがって，

組織が存続する限り，組織構造・管理システムの設計問題および組織行動の

修正問題はつねに考慮されなければならなL、。

情報処理モデルを構成する仮説およびそこに含まれる変数聞の相互関係

は，第17図のように図示される。
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2)オールドリッチ&ミンドリン (1678)参照。
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イルズ他 (1974)，オズボン&ハント (1974)等参照。
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第 4節結 び

本稿において考察した情報処理モデルは，近年，組織研究と組織開発の実

践においてその有効性が確認されつつある。まず，組織研究において本モデ

ルが果たした役割ならびに今後の課題について述べることにする。

情報処理モデノレは，従来断片的にしか説明されてこなかったタスク環境一

組織特性聞の適合・不適合関係について， r直面するタスク環境の不確実性

が高まるにつれて，組織の情報処理の必要性はより大きくなる。この情報処

理の必要性と情報処理能力との聞に適合性が存在する場合，組織の有効性は

より高い。」という説明原理を最初に提示した功績は大きし、。本モデルは，今

後ますます組織研究において利用されてくると思われる。

次に，本モデノレを用いた今後の組織研究の課題について考察してみたし、。

本モデルを構成している概念や仮説は，特に新しいものではなく，従来の研

究から導出されたものがほとんどである。しかし r{命題4}組織の直面する

情報処理の必要性と情報処理能力との聞に適合性が存在する場合，組織はよ

り有効である。」は， 本モデルを構成する主要な仮説であり特に重要なもの

第四国 組織構造・管理システムおよび組織行動の展開ステップ

2. 

情報処理の

時間の経過

6 時間とともに変化する情報処理の必要性IC::合わせて組織構造・

管理、ンステムおよび組織行動を適合させる。

出所:ナードラ他 (1979)，p. 196を参考に作成.

ラ
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であり，速やかにしかも誌衡に検証される必要きがあろう。また， (1)タスク

環境を構成している外部環境，製品/市場戦略， 技術等それぞれが， 情報処

瑠の必要殺を相対的にどの程度高めることになるのか， (2)経堂者が毅織構

造・管理システムおよび組織行動の燦憶に際して，いかなる役観念果たして

いるのか， (3)本請では取り挙げられなかったゲート・キ…パーや組織風土

メカニズムとしてどの程度有効であるのか， さらに， (4)タス

ク環境が時開とともに変化する場合に，組織構造・管理システムおよび組織

行動がいかに遥合していくのか，等の問題も，本よそデノしに議づく組織研究の

今後の課題であろう)。

さらに，情報処現モデルは，今後，組織構造・管理システムの設計および

組織者動の展開にも有効に利用怒れると予想される。本モデノレによれば，組

織構造・管理システムの設計および組織行動の展開の本賀は，組織の情報処

理の必要性に情報処理能力を連合させることである。したがって，本モデル

、て，組織構造・管理主システムの設計をしたり，組織行動をど展開する

場合のj主体的ステップは，第18留に示したようになるであろう O

以上検討してきたように，情報処理モデルは，組織研究と組織設計の実践

において蒋来註のあるそデルの lつである。しかし，その有効停の検誌は，

今後の研究に待たなければならない点も窺っている。最後に，情報処理モデ

ルを構成する 6つの仮設すと整理しておく。

情報処理モ

《命鱒1}組織によってタスグ環境の不確笑姓の程叢は異なる。

《命題2} タスク環境の不磁実性が高まるにつれて，情報処理の必要性は

より大きくなり，その結果として，より大きな情報処潔能力が

必要となる。

《命懸3} 組織構造・管理システムおよび組融行動が異なれば，組織の情

報処理能力は異なる。

《命題4}組織の直路ずる情報処理の必要性と情報処潔能力との間に適合

性が存在する場合，組織はより有効で、ある。
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《命題吟必要な情報処理能力な確保するための方法には様々な総合せが

あり，組織構造・管理システムおよび組織仔動は一義的には決

されない。

《命題めタスク環境が時期とともに変化する場合，より有効な組織は，

変北する情報処濃の必要性に合わぜて，その総議構造・ 4管理シ

ステムおよび組織持動を議合させるO

。タシュマγ&ナードラ (1978)，p. 622参照。
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